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Ⅰ 開 題

近年,わが国の流通システムを取り巻 く環境は大きく変化し,それにともない流

通システムそれ自体もその姿を著しく変えようとしている｡情報化,業際化,ある

いはネットワーク化といったさまざまなキーワー ドによって語られるなかで,こう

した流通システムの変動の諸相は情報ネットワーク型流通システム1)の形成-向け

た流通システム全体にわたる構造変動過程として捉えることができる｡

他方, このような流通システムの構造変動のもとで急速な進展を示しているの

が,ダイレクト･マーケティング(directmarketing)である｡ダイレクト･マー

ケティング専業企業あるいは一般の店舗小売業者だけでなく,これまで小売販売に

直接従事することのなかった製造業者,卸売業者をはじめ,物流業者,金融業者,

情報提供業者など,多様な業種 ･業態に属する企業がダイレクト･マーケティング

を通じて小売業に参入し,既存流通システムの構造的変革を促進している｡この意

味においてダイレクト･マーケティングは,まさに流通システム変動の具体的契機

となりうる新たなマーケティング形態として位置づけることができる｡

本稿の目的は,以上のような観点から流通システムの構造変動との関連において

1)情報ネットワーク型流通システムの基本的な分析視角は,宮沢健一編 『高度情報社会
の流通機構』東洋経済新報社,昭和61年,によって与えられた.
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第二十六巻 第-早

ダイレク ト･マーケティングの分析視角を提示することにある｡以下ではまず,ダ

イレクト･マーケティングの基本特性を検討し,次いで流通システムを取 り巻 く環

境変化をダイレクト･マーケティングの生成 ･発展要因として分析し,最後にダイ

レク ト･マ-ケティングの進展によって もたらされる流通構造変動 の 諸相を議論

する｡

Ⅱ ダイレク ト･マーケティングの基本特性

ダイレクト･マーケティングが流通システムの構造変動とどのように関連してい

るかを明らかにするためには,まずダイレクト･マーケティングの基本特性を検討

することから始めなければならない｡

ダイレクト･マ-ケティングが具体的にどのようなマーケティング現象を指すの

かについては必ずしも研究者間で一致した見解があるわけではないが,ここでは比

協会 (DirectMarketingAssociation)の定義にもとづいて分析を進めることに

しようO それによれば,｢ダイレク ト･マーケティングとは, あらゆる場所で測定

可能な リスポンス および/あるいは取引を発生させることを目的として,1つある

いはそれ以上の広告媒体を用いる双方向システムのマーケティングである3)｣｡ こ

の定義が示唆するように, ダイレク ト･マーケティングは情報伝達経路の観点か

ら,第 1に消費者との取引過程におけるダイレクト･リスポンス広告媒体 (direct

responseadvertisingmedia)4)の利用, 第2に それによって もたらされるリス

ポンスおよび/あるいは取引の測定可能性の2点から特徴づけることができる5)｡後

2)M.Baier,B･Stone,H･KatzensteinandW･S･Sachs,M･L RobertsandP.D.
Bergerなどが,この定義を採用している｡(MIBaier,ElementsofDirectMarke-
iing,McGraw-Hill,1983;B･Stone,SuccessfulDirectMarketing,thirdedition,
CrainBooks,1984;H.KatzensteinandW･S･Sachs,DirectMarketing,Merrill
Publishing,1986;M.L RobertsandP.D.Berger,DirectMarketingManage-
ment,PrenticeHall,1989.)
3)MIBaier,op.cit"p.13.
4)ダイレクト･リスポンス広告媒体は,カタログ,ダイレクト･メール,新聞,雑誌な
どの印刷媒体,テレビ,ラジオなどの電波媒体,双方向テレビやビデオテックスなど

のニューメディア等,多様な媒体から構成され,顧客の属性や取引に関する情報が売

手に直接的･双方向的に伝達されるという特徴をもっている｡

5)近藤公彦 ｢ダイレクト･マ-ケティングの概念規定｣ 『六甲台論集』第34巻第2号,
昭和62年,113-124頁｡
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著がダイレクト･マーケティソグの必要条件であり,前者はその十分条件である｡

一般にダイレクト･マ-ケティングという名辞をもって通信販売 (maill0rder)が

意味されるのは,通信販売が上記のような必要十分条件を満たす販売形態であるた

めであるOそれゆえ,以下ではダイレクト･マーケティングの販売形態として通信

販売を位置づけることにする6)0

さて,こうした点から特致づけられるダイレク ト･マーケティングは次のような

基本特性を有している｡

ダイレクト･マーケティングの基本特性の第 1は,その機能特性から捉えた取引

当事者間の情報伝達 の双方向性 である7)｡ 取引当事者間の情報伝達の双方向性と

は,探索,交渉,締結, 履行という一連の取引過程 において,ダイレク ト･リス

ポンス広告媒体を通じて種々の取引にかかわる情報が取引当事者間で双方向的に伝

達されることを意味する｡こうした情報伝達の双方向性にもとづいて取引当事者間

に顧客 ･取引情報のフィー ド/(ック･ループが構築され, 売手に リスポンス およ

び/あるいは取引の測定可能性がもたらされる｡ そして,このような取引当事者間

に構築された双方向的な情報のフィードバ ック･ループを通じて,顧客は有名性を

もって市掛 こ現れることになる｡すなわち,どのような顧客が,何を,いつ,どこ

で,どれだけという顧客の属性,購買商品,商品の購買日,購買場所,購買金額に

関する情報が,フィー ドバ ック･ループを通じて売手であるダイレクト･マーケティ

ング企業に正確に伝達される｡こうして伝達された顧客 ･取引情報は,売手におい

て経時的に蓄積されることによって標的市場を識別するための市場細分化の基準8)

6) しかしながら,このことをもって店舗販売におけるダイレクト･マーケティングの可

能性が排除されるわけではない｡リスポンスおよび/あるいは取引が店舗販売におい

て測定可能であり,それにもとづいて特定顧客-の接近可能性がもたらされるのであ

れば,ダイレクト･マーケティングの必要条件は満たされることになる｡しかし,級

述するように,こうした必要条件は店舗販売に際して必ずしも保証されるものではな

い｡それゆえ,ここでは必要条件の観点からその資格要件を満たす販売形態として通
信販売を位置づけている｡
7)Cf.H.KatzensteinandW,S.Sachs,ob.cit.,pp.4-8;M.L RobertsandP.D.
Berger,op.cit.,pp.2-3.
8)ダイレクト･マーケティンクにおいて用いられる市場細分化の基準のなかで最も重視

されるものは,最新購買日(recency),購買頻度 (frequency),および購買金額
(monetary)にもとづく顧客の購買歴分析 (RFM分析)から得られた基準である｡
ダイレクト･マーケティングにおける市場細分化の詳細については,M.Baier,ob.cit.,
pp.151-181;H.KatzensteinandW.S･Sachs,op.cit.,pp.133-154を参照せ
よc
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となり,戦略的 ･戦術的なマーケティング意思決定の指針として援用されるO

これに対して通常の店舗販売における情報伝達の場合,ダイレクト･マーケティ

ングにみられるような双方向的な情報伝達は必ずしも保証されるものではない｡製

造業者の全国広告や小売業者の小売広告等による消費者-の商品情報の提供は,前

者から後者-の一方向的な情報伝達経路を通じてなされるものであり,そのためあ

る消費者のある商品の購入が売手の広告によって喚起されたものであるかどうかに

関しては不明確である9)｡ こうした取引当事者間の情報伝達の一方向性,すなわち

情報のフィードバック･ループの欠如の結果,売手に とって個々の消費者は ｢無

名｣として知覚されることになり,標的市場として選定された市場細分-の情報伝

達の効率性は明確なフィ-ドバック･ループを有するダイレクト･マ-ケティング

に比べて著しく低くなる｡

ダイレクト･マーケティングの基本特性の第1は,枚能特性から捉えた以上のよ

うな情報のフィードバック･ループにもとづく取引当事者間の情報伝達の双方向性

である｡

ダイレクト･マーケティングの第2の特性は,その構造特性から捉えた通信販売

の無店舗性であるOマーケティング･フp-の観点から店舗販売と通信販売を比較

すると,小売段階を構成する個々の小売店舗は,商流,物流,情報流,資金流など

の種々のマーケティング･フローの営利経路内の最終結節点であり,したがってそ

れを生み出すマーケティング機能の最終行為主体とみなすことができる.寡占的製

造業者にとって流通経路のマーケティング･チャネル化によって小売段階にいたる

製品の流通過程を統制することが戦略上不可欠の条件となるのも,取引の場として

の小売店舗におけるマ-ケティング機能の遂行様式が消費者の購買過程に際して決

定的に重要であり10),これを自己にヨリ有利なように掌握することが必要であるた

めにはかならない｡

これに対して通信販売の場合,その無店舗性ゆえにマーケティング･フローの営

利経路内の最終結節点は通信販売企業それ自体であり,諸マーケティング･フロー

9)T.S.Robertson,InnovativeBehaviorandCommunication,Holt,Reinhartand
Winston,1971,p,123.
10)M.E.Porterは,こうした小売店舗における購買過程に際して店舗従業員の与える
情報の重要性がとくに非最寄品 (nonconveniencegoods)について大きいことを明
らかにしている｡(M.E.Porter,ZnterbrandChoice,Strategy,andBilateralMarket
Power,HarvardUniversityPress,1979,pp.135-197.)
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ダイレクト･マ-ケティングと流通構造変動

は当該販売主体に収束する｡それゆえ,売手は小売店舗というマーケティング･フ

ローの結節点を介在させることなくダイレクト･リスポンス広告媒体を通じて消費

者と直接的に対峠し,探索,交渉,締結,履行という一連の取引過程はこのダイレ

クト･リスポンス広告を媒介として遂行される｡ここに種々のマーケティング･フ

ローは個々の消費者において収束する11)とともに,そこにいたるまでの営利経路

内のマ-ケティング･フローはヨ1)拡散しうる可能性を与えられるCさらにこうし

たマーケティング･フローの拡散の可能性は,特定の企業が特定のマーケティング

機能を基軸として他のマーケティング枚能, したがってまた マーケティング･フ

ローを全体として統制する契機を準備することになる｡従来,特定のマーケティン

グ･フローに専門的に関与することによってのみ取引にかかわってきた物流業者,

金融業者,情報提供業者などの流通関連主体によるダイレクト･マーケティング宿

動は,それぞれ輸送 ･保管機能,金融棟能,情報伝達機能を基軸とした消費者の所

有権移転機能の統制の結果として捉えることができる｡こうした現象は,ダイレク

ト･マーケティングの無店舗性に起因する店舗販売とは異質なマーケティング･フ

ローの収束 ･拡散原理とそこでのマーケティング機能の統制原理によってもたらさ

れるものである｡

ダイレクト･マ-ケティングの第2の特性は,構造特性から捉えたこのような通

信販売の無店舗性である｡

Ⅲ ダイレク ト･マーケテ ィングの生成 ･発展要因

前節でみてきたように,ダイレクト･マーケティングは機能特性としで情報伝達

の双方向性,および構造特性として無店舗性の2つの特性によって特徴づけられ

る｡本節では,こうしたダイレクト･マーケティングの特性が流通システムの構造

変動を招来する環境変化 とどのように関連しているのかを検討していくことにし

よう｡

流通システムの環掛 も 流通システムがその諸目標を達成するに際して潜在的に

関連をもつ諸要因から構成される課業環境,および流通システムがその流通課業を

ll)田村正妃 ｢流通産業の地平線｣日経流通新聞,昭和62年7月11日｡
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達成しようとする際に,その制約となるような諸要因から構成される制約環境から

なっている｡前者の課業環境は生産システムと消費システムの状態であり,また後

者の制約環境には交通システム,金融システム,通信 ･情報システム,および流通

システムがその流通課業を遂行するに際して利用可能な人的 ･物的資源が含まれ

る12)｡流通システムはこうした環境の変化から大きな影響を受け,またこれに能動

的に適応していくことによってダイナミックに変容していく｡近年における流通シ

ステムの構造変動は,流通生理系の変貌13) ともよびうるような課業環境,制約環

境両面にわたる急激な変化に起因するものである｡ダイレクト･マ-ケティングを

流通システムの構造変動を招来する新たなマーケティング形態として捉えた場合,

このような環境変化はダイレクト･マ-ケティングの生成 ･発展をもたらした要因

として位置づけることができる｡さらにダイレクト･マーケティングの生成 ･発展

を流通システムの環境変化から考察する場合に,もう1つの視点を設定する必要が

あるOすなわち調整機構の変化である.以上の諸変化を課業環童,制約環境,およ

び調整機構についてそれぞれ概観してみよう｡

(1) 課業環境の変化

消費の多様化

高度経済成長から安定経済成長-の移行とともに,大衆消費社会の名のもとに従

来 ｢マス｣として捉えられてきた消費者欲求が,消費者内,消費者間,および時間

の3つの次元で多様化しつつあり,その結果,消費市場は一方でヨリ規模の小さい

市場細分-と分断化され,他方で製品ライフサイクルはヨリ短縮化される傾向にあ

る14)｡こうした消費多様化の進展にともなって近年における消費市場の不確実性は

急速に増大しており,この不確実性にいかに対処するかがマーケティング戦略上き

わめて重要な課題となっている｡

このような市場の不確実性への基本的な対処様式としては,次の2つが考えられ

12)田村正妃 ｢流通システム論の課題｣,京都ワークショップ 『マーケティング理論の現
状と課題』白桃書房,昭和48年,45-67貢｡
13)田村正妃 ｢流通 tt生理系"の変貌｣『消費と流通』日本経済新聞社,Vol.9,No.1,昭
和60年,18-27頁｡
14)消費多様化については,田村正紀 ｢消費多様化･その規定因と戦略適応｣『消費と流
通』日本経済新聞社,γol.ll,No.3,昭和62年,139-155頁を参照せよ｡
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る15'O第1は,不確定性要田の行動の範囲を限定するかあるいは不確定性の幅を狭

めることによって不確実性に対処する方法,第2は,不確定性要因の動きを探知

し,それに対応して組織自体の行動を変えることによって不確実性に対処する方法

である｡前者は統制による不確実性対処,後者は情報処理による不確実性対処とよ

ばれる｡ダイレクト･マ-ケティソグにおけるダイレクト･リスポンス広告を通じ

た顧客 ･購買情報の収集は,このうち後者の情報処理 による不確実性対処 にかか

わっている｡

前節で指摘したように,ダイレクト･マーケティングはその横能特性から個々の

顧客の購買行動を捕捉する情報伝達の双方向性を有しており,これを通じて顧客の

属性,購買商品,商品の購買日,購買場所,購買金額に関する情報が売手に伝達さ

れる｡こうして収集された顧客 ･購買情報はデータべ-スとして蓄積され,ダイレ

クト･マーケティング企業が戦略的 ･戟術的意思決定を行う際の重要な指針とな

るO消費の多様化 にともなう市場不確実性の増大の もとでの ダイレクト･マーケ

ティングの優位性は,このような情報伝達の双方向性にもとづく市場情報の描捉 ･

追跡システムを構築することを通じて,消費市場の不確実性に対処するための手段

となりうることによるものである｡

消費者のプロ化

消費者のプロ化16) とは,消費者の商品情報に関する知識が蓄積されることによ

り,商品購入に際しての情報処理能力が向上することを意味する｡近年における女

性の社会進出にともなう情報収集源の多様化, あるいは テレビや情報誌などの情

報伝達媒体の普及に よって消費者の商品知識は著しく増大し,その結果,商品の

購入に際して知覚される リスク (perceivedrisk)は大きく低下することになっ

た｡

一般に店舗販売の場合,消費者は店舗内あるいは店舗間で探索活動を行い,価

格,品質,デザインなどさまざまな商品属性を実物情報として収集することができ

る｡これに対して通信販売における商品情報はダイレクト･リスポンス広告に記載

された記号情報であり,店舗購入における実物情報に比べて通常知覚されるリスク

15)加護野忠男 『経営組織の環境適応』白桃書房,昭和55年,92-93頁｡
16)田村正妃,前掲論文,昭和60年,20貢｡
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はヨリ大きくなるであろう17)｡こうした状況のもとで,消費者は次のような2つの

リスク削減手段をとる18)01つは購買決定に際して起こりうる結果に関する情報を

収集すること,他の1つは自身の過去の経験や他人の経験などの既存の情報に依拠

することである｡今日の消費者はこれら2つのリスク削減手段について習熟した知

識をもっている｡もし消費者の商品情報に関する知識が脆弱であれば,このような

情報収集にもとづく知覚リスクの削減は容易ではなく,通信販売は ｢危険な｣購買

手段として利用されえないであろう｡消費者のプロ化はこうした記号情報を摂取す

る際の情報処理能力を向上させ,通信販売の利用にともなって発生するさまざまな

知覚リスクを消費者が自身の情報処理を通じて削減しうることに大きな役割を果し

ている｡

女性就業者の増加

近年における女性就業者の増加は,消費者の購買行動に対して次のような影響を

およぼす19)｡すなわち,女性就業者の増加によって時間的にヨリ拘束された消費者

が増える一方,自己実現の方法として余暇に対する欲求が高まるなかで余暇活動に

割り当てられる時間が増大している｡その結果,自由時間の放会費用が上昇し,就

業者にとっての時間はますます希少なものとなり,時間圧力 (timepressure)が

ヨリ強く知覚されるようになってきている｡こうした状況のもとで,限られた時間

をヨリ有効に使うためのさまざまな手段が試みられるようになりつつある｡消費者

購買行動の観点からみた場合,こうした時間圧力の増大はヨリ時間節約的な購買行

17)通信販売利用者 (in-homeshopper)に関するこれまでの経験的研究では,通信販売
を利用する際の知覚リスクは店舗販売に比べてヨリ高いが,通信販売利用者は進ん
でそれを負担する傾向のあることが指摘されている｡(D･F･Co又andS,U･Rich,
"PerceivedRiskandConsumerDecision-Makillg:TheCaseofTelephone
Shopping",JournalofMarketing Research,Vol.1,No.4,1964,pp.3213g;
H.E.Spence,J.F.Engel,andR･D･Blackwell,"PerceivedRiskinMai1-
0rderandRetailStoreBuying'',JournalofMarketing Research,Vol.7,
No.3,1970,pp.364-369;E.N･Berkowitz,J･R.Walton,and0.C.Walker,
Jr.,''In-HomeShoppers:TheMarketforInnovativeDistributionSystems",
JournalofReiailing,Vol.55,No.2,1979,pp.15133;S.Sharma,0.C.Bearden,
andJ.C.Teel,"DifferentialEffectsofln-HomeShoppingMethods日,Journal
ofRetailing,Vol.59,No.4,1983,pp･29-51.)
18)D.F.CoxandS.U.Rich,ob.cit.
19)LL.Berry,"TheTime-BuyingConsumer〟,JournalofRetailing,Vol̀55,
No.4,1979,pp.58-69;小沢雅子 『新 ｢階層消費｣の時代』日本経済新聞社,昭和
60年｡

116



ダイレクト･7-ケティソグと流通構造変動

動をもたらし,通信販売はこのような時間節約的な便宜性を提供するものとしてヨ

リ魅力的な購買手段となる｡

通信販売における便宜性は,主としてダイレクト･リスポンス広告を通じた商品

の情報収集過程における探索費用の低下によるものである20)｡消費者が商品情報の

収集に要する費用は情報源に応じて多様であるが,一般に広告はそのメッセージを

吸収するのに必要な時間は短く,またそのメッセージはそれを吸収する際の負の効

用を減少させるような内容をともなっている21)｡さらにダイレクト･リスポンス広

告には価格が明示されていることから,市場における価格分散に対処するために要

する消費者の探索費用は大幅に軽減される｡すなわち,価格広告は潜在的買手の大

部分が行う大規模な探索を導入するのと同等の効果をもつ 22)｡したがってダイレク

ト･リスポンス広告を通じた情報収集は,それが提示する商品を所与とすれば,他

の情報源からの情報収集に比べてヨリ探索費用節約的であり,それゆえ通信販売は

ヨリ便宜的な韓買手段であるといえる｡

多品種少量生産志向

多品種少量生産志向は,先に述べた消費システムにおける消費の多様化に対する

生産システムの戟略的適応行動とみなすことができる｡多様化した消費者欲求を充

足するためには製品ラインを拡大し,ヨリ多くの製品を提供しなければならないと

いうのが,その基本的な論理である｡しかし購買代案としてヨリ多くの製品を求め

る多様化した消費者欲求が存在するとしても,それは必ずしも多品種少量生産志向

によって生産されたヨリ多くの製品が常に消費市場に到達する可能性を保証するも

のではない｡すなわち,小売段階における個々の店舗には空間の物理的制約がある

ため,そこでの取扱い品目の拡大をめぐ･る売手間競争を激化させる一方,個々の売

手にとって消費者に対する実際の製品露出度は低下するかもしれない｡ここにおい

て消費の多様化に対する戦略的適応行動としての多品種少量生産は,大きなジレン

マに直面することになる｡

近年のダイレクト･マーケティングの発展は,このようなジレンマに対する新た

な適応手段を生産システムに与えたことによるものである｡ここでの適応手段はダ

20)近藤公彦,前掲論文,121頁C
2D M.E.Porter,ob.clt"p.102.
22)G.I.Stigler,"TheEconomicsofInformation",JournalofPoliticalEconomy,
Vol･69,.TiTo.3,1961,pl224･
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イレクト･マーケティングの構造特性である無店舗性に依拠し,通信販売が取引の

場としての小売店舗を介在させず,したがってその立地上の制約から解放されてい

ることに起因している.すなわち,一般に通信販売における取引の場は個々の消費

者の家庭であり,ダイレクト･リスポンス広告を通じて潜在的には全国市場に対時

しうる｡その結果,標的市場である市場細分は,たとえ商圏上制約された個々の市

場細分が小規模であるとしても,マーケティングの効率性を維持するにたる市場規

模にまで集計化することが可能となる｡このような意味において,ダイレクト･マ

ーケティングはマーケティングの効率性を維持しつつ,多様化した消費者欲求を充

足するための生産システムの戦略的適応手段となりうる｡

(2) 制約環壁の変化

クレジット･カードの普及

先に述べたように,近年の消費者欲求は多様化傾向を強め,その結果として消費

市場の不確実性はますます増大する懐向にある｡こうした市場の不確実性下におい

て,これに対処するための方策の1つは個々の消費者の購買行動を何らかの手段で

収集し,これを経時的に捕捉 ･追跡しうるシステムを構築することである｡金融シ

ステムにおけるクレジット･カー ドの普及は,このような取引当事者間の情報伝達

にかかわっている｡

クレジット･カー ドの基本機能は ID(身元確認)機能および決済磯能であるが,

情報伝達経路の点からみた場合,最も重要な付加機能は消費者の情報収集機能であ

るOカード発行主体はクレジット･カ- ドを媒介として消費者との直接的な情報伝

達の経路を獲得することができる23)｡ 消費者がクレジット･カードを用いて財 ･

サービスを購入する場合,それにともなって発生する情報はクレジット･カード発

行主体にフィードバックされ,特定顧客の購買情報として収集されることになる｡

こうして収集された顧客の購買情報はカ-ド発行主体において顧客データベースと

して蓄積され,ダイレクト･マーケティングを通じて標的とすべき市場細分を識別

する際の重要な基準となるOさらにクレジット･カードにリボルビング磯能が付与

された場合,発行主体と顧客との取引関係はヨリ長期的な関係へと固定化されるこ

23)田村はこうしたクレジット･カードによる顧客･購買情報伝達機能をマーケット･レー
ダーの制度的基盤として位置づけている｡(田村正妃 ｢マーケット･レーダー｣『国民
経済雑誌』第156巻第5号,昭和62年,77-94貢｡)
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とになり,顧客 ･取引情報を経時的に捕捉 ･収集することが可能となる.顧客との

長期的な取引関係の構築 を図る ダイレクト･マーケティング企業に とって,クi/

ジット･カ-ドは以上のような直接的かつ経時的な顧客 ･購買情報の収集手段とし

てダイレクト･マーケティング活動を遂行するうえで重要な要素となる｡

VANシステムの発展

通信 ･情報システムにおけるVANシステムは機種の異なるコンピュータ間で相
l

互のデータ交換を可能にし,デ-タ通信を補助する機能をもつO流通関連JVANに

は情報処理専門業者によるものや流通主体の行うものなどさまざまな形態がある

が,とくに後者についてみた場合,VANの利用によって,(1)発注時のリードタ

イムの短縮, (2)サービス水準の向上, (3)在庫切れの減少, (4)取乱 販売促

進,価格変更,製品の使用等に関するコミュニケーションの改善,(5)在庫諸費用

の低下,(6)発注,出荷,入荷等における精度の向上,(7)人件費の節減,など多

くの便益がもたらされる24)｡これらの諸便益のなかで,ダイレクト･マーケティソ

グ活動を遂行するうえでとくに重要なものは次の2点であるO

第1に,ダイレクト･マ-ケティングにおいては通常商品の発注から入手までに

要する時間は店舗による購入に比べてヨリ長く,その待ち時間がヨリ長期になるに

したがって消費者費用は増大する25)｡したがって,これをいかに短縮するかがダイ

レクト･マーケティング企業にとって大きな課題となる｡企業間ネットワークにせ

よ企業内ネットワークにせよ,VANを通じて発注時のリードタイムが短縮される

ことによって結果として配送時間が短縮されれば,消費者費用の点からみたサービ

ス水準の向上に寄与することになるO第2に,通信販売を販売形態とするダイレク

ト･マーケティングは営利経路内の最終在庫地点として消費者の地理的分散に対応

した分散的な小売店舗を経由しないため,規模の経済を実現しうるヨリ集中的な在

24)L.W.SternandP･J.Kaufmann,''ElectronicDataInterchangeinSelected
ConsumerGoods∫ndustries:AnlnterorganizationalPerspective",inR.D.
Buzzell(ed.),Marketing inanElectronicAge,HarvardBusinessSchool
Press,1985,pp.56-58.(宮川公男監訳 『エレクトロニック時代の経常戦略』T】∋S
ブリタこれ 昭和62年,97-102頁O)
25)Cf.LP.Bucklin,A TheoryofDistributionChannelStructure,Bureauof
BusinessandEconomicResearch,UniversityofCalifornia,1966(田村正妃

訳 『流通経路構造論』千倉書房,昭和52年｡);鈴木安昭,田村正妃 『商業論』有斐
閣,昭和55年｡
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庫 ･保管施設の展開が可能となる｡VANの利用にともなうヨリ迅速 ･正確なデー

タ交換により,在庫切れの減少や在庫諸費用の低下の程度はここにおいてヨリ大き

くなるであろう｡

多頻度小口物流システムの発展

交通システムにおける多頻度小口物流システムは,宅配便に代表されるように消

費者の各家庭から各家庭-の小口配送を主要業務としているが, これが ダイレク

ト･マーケティング企業の商品配送手段として転用される場合,このシステムはダ

イレクト･マーケティング企業に対して次のような便宜をもたらすことになる｡

通常,通信販売においては小売店舗を経由することなく商品が消費者のもとに直

接配送されるが,このことは消費者によって遂行される小売店舗から家庭までの商

品輸送機能が売手側で代替されることを意味する｡こうした輸送機能が売手側にお

いて代替されなければならないという通信販売特有の性質上,これをいかに効率的

に遂行しうるかがダイレクト･マーケティング企業にとって重要な課題となる｡ダ

イレクト･マーケティング企業がこうした輸送枚能を自ら遂行しえないとすれば,

あるいは少なくともそれが効率的でないとすれば,それは外部の専門機関に委ねら

れなければならないCこの点において多頻度小口物流システムの発展は,ダイレク

ト･マーケティング企業の商品配送問題を解決するための制度的基盤をもたらすこ

とになる｡

(3) 調整機構の変化

大規模小売店舗法の施行

調整機構とは,流通システムの各構成要素をある属性をもつ流通構造-編成する

とともに,そのような流通構造のもとにおいて各構成要素が全体として流通成果を

生み出す過程を支配する機構と定義される26)O調整機構は競争的調整横棒,統制的

調整機構,および政治的調整機構からなるが, ダイレクト･マーケティングの生

成 ･発展要因との関連でとくに重要なものは,政治的調整機構における大規模小売

店舗法の施行である｡

大規模小売店舗法の施行によって,新規出店による多店舗化と店舗の大型化を柱

として恒常的成長を図るという高度経済成長期に志向された大規模小売業者の基本

26)田村正妃,前掲論文,昭和48年,60-63貢0

120



ダイレクト･マーケティングと流通構造変動

戦略は,その全面的転換を余儀なくされた｡こうした大規模小売店舗法の制約下に

おいて,大規模小売業者はこれに対処する方策を次の点に求めた｡第1は既存店舗

の収益構造の見直し,第2は新たな収益源となる新規事業の展開である｡大規模小

売業者のダイレクト･マーケティング事業への本格的参入は,この後者の点にかか

わっている｡

既存の大規模小売業者にとってダイレクト･マーケティング事業への参入は,吹

の点で競争優位をもたらす源泉となる｡

第1に,大規模小売業者の著名性である｡先に述べたように,通信販売による購

入に際して消費者はダイレクト･リスポンス広告に記載された記号情報にもとづい

て商品を選択しなければならず,店舗購買に比べてヨリ大きなリスクが知覚される

ことになる｡このような場合に売手の知名度が高いならば,それは当該商品の購買

決定に際して有用な判断基準となる｡すなわち,消費者は商品購入にともなう知覚

リスクが売手の著名性において削減されることを期待する27)｡大丸,高島屋,ある

いはダイエーといった大規模小売業者の著名性に依拠することによって,消費者は

その知覚リスクをある程度削減することができる｡第2の源泉は,マーケティング

情報である｡大規模小売業者は,長期にわたる小売活動を通じて豊富なマーケティ

ング情報を蓄積している｡これらは本来的に店舗販売に関するものであるが,とく

にダイレクト･マーケティング活動に転用可能なマーチャンダイジングの多くの側

面において重要な競争優位となりうる｡第3は,商品配送網の存在である｡大規模

小売業者はすでに外商市場あるいは贈答品市場の配送拠点として地域的な配送セン

ターを設置 ･展開しており,これをダイレクト･マ-ケティソグの商品配送網とし

て援用することができる｡第4に指摘される優位性は,自社カードの存在である｡

今日,大規模小売業者の多くは自社カードを発行しており,これを通じて店舗販売

ならびに通信販売における顧客 ･取引情報が収集されるとともに,顧客の固定化,

すなわち顧客とのヨリ長期的な取引関係が構築されることになる｡

27)Cf.T.Roselius,"ConsumerRankingsofRiskReductionMethods",Journal

ofMarketing,Vol.35,No･4,1971,pp.56-61･
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Ⅳ 流通構造変動の諸相

以上みてきたように,流通システムを取り巻く課業環境ならびに制約環境は大さ

く変化するとともに,政治的調整機構における大規模小売店舗法の施行という状諺

のなかで,流通システムそれ自体の構造も急速 に変動しつつある｡ ダイレクト･

マーケティングがこうした環境変化 を生成 ･発展の基盤として流通システムの市

道変革を促すとするならば,そこにおける構造変動の諸相を ダイレクト･マ-ら

ティングとのかかわりにおいて分析しなければならないO一般に流通システムの宥

道は,制度体構造,機能構造,経路構造,および空間構造の4つの次元から構成さ

れる｡以下それぞれの次元について,ダイレクト･マーケティング活動の進展にと

もなう構造変動の諸相を検討していくことにしよう｡

(1) 制度体構造の変動

制度体構造は,流通システムにみられる業態の種類とその構成にかかわるものて

ある23)o制度体構造の変化は,こうした流通システムにおける業態の種類とその樺

成の変化として捉えられる｡その具体的内容は流通主体の多様化である｡

マーケティング論は伝統的に製造業者,卸売業者,および小売業者を制度体構造

の基本構成要素として分析してきたが,こうした研究志向は上記のような流通の,W

起的段階に位置する構成要素に焦点を当てることによって製品流通にかかわる諸側

面を説明しうるという制度的前提のもとで醸成されてきたものである｡しかしなが

ら情報ネットワーク化の進展にともない,このような制度的前提は大きく崩れつ-I

あり,流通システムにおける制度体構造をこうした構成要素にのみ限定することは

流通システムの実態から雫離することになる｡ いわゆる業際化 とよばれる現象に

よって流通主体は多様化し,その結果として流通システムの制度体構造は大きく変

わることになるOこうした業際化にともなう流通主体の多様化は,上記の構成要素

に加えて,物流業者,金融業者,情報提供業者など多様な業種 ･業態に属する流通

関連主体が,基軸とするマーケティング機能の遂行を通じて流通システムにおける

取引連鎖にヨリ密接に関与し始めたことを意味している｡

このような流通主体の多様化が最も頗著にみられるのが, ダイレクト･マ-ケ

28)田村正紀 『現代の流通システムと消費者行動』日本経済新聞社,昭和51年,20貢｡
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ティソグであるO ダイレクト･マーケティソグ活動の主体は ダイレクト･マ-ケ

ティング専業企業に限られるものではない｡大規模小売業者をはじめとして,製造

業者,卸売業者, さらには上述のような流通関連主体が積極的に取り組み始めて

いる｡

ダイレクト･マーケティングにおいてこうした流通主体の多様化が進展している

理由は,横能特性である情報伝達の双方向性ならびに構造特性である通信販売の無

店舗性に起因している｡先に述べたように,小売店舗はマーケティング諸機能が遂

行される営利経路内の最終行為主体であり,そこでのマーケティング機能の遂行様

式が消費者との取引において大きな役割を果している｡したがってマーケティング

主体にとっては,これをいかに自己にヨリ有利に掌握することができるかが重要な

要件となる｡ ここに寡占的製造業者が流通経路 のマーケティング.チャネル化に

よって 自己の製品流通を小売段階にいたるまで統制しようとする主体的動機があ

る｡しかし,こうした統制が垂直統合によるものであるにせよ流通系列化によるも

のであるにせよ,これをきわめて多数の小売店舗において構築 ･維持 ･管理するた

めには膨大な資金的支出を必要とする｡｢マーケティングを効果的に行いうるのは
寡占的製造業者のみである29)｣というのは,1つにはこのような市場の垂直的次元

における制度的なマーケティング･チャネル ･システムの構築 ･維持 ･管理に,餐

金的支出を含む多大な努力が要求されるためにはかならない｡こうした制約は,と

くに異業種に属する企業による小売業への参入に際して大きな障壁となる｡

これに対してダイレクト･マーケティングの場合,取引の場としての小売店舗を

介在させることなく,ダイレクト･リスポンス広告による双方向的な情報伝達の経

路にもとづいて消費者と直接的に対峠することができる｡したがってダイレクト･

マーケティング企業にとっては,個々の小売店舗においてマーケティング境能の遂

行様式を全体として統制するという必要性は発生せず,そのかぎりでこれにともな

う膨大な資金的努力からほ解放されることになる｡しかも,このような消費者との

直接的な対峠は小売店舗の商圏による空間的制約から解放され,潜在的には全国市

場においてなされることから,投入資本量ならびに品揃え品目を所与とした場合に

訴求しうる消費者の数はヨリ多くなる｡以上のような小売店舗の統制にともなう資

金的制約ならびに小売店舗の商圏にともなう空間的制約からの解放によって,小売

29)田村正妃 『マーケティソグ行動体系論』千倉書房,昭和46年,7貢｡

123



第二十六巻 第一号

業への参入障壁は大きく軽減されることになる｡

ダイレクト･マ-ケティングを通じた流通主体の多様化は,このようなダイレク

ト･マーケティングにおける情報伝達の双方向性ならびに無店舗性に起因する参入

障壁の低下によってもたらされたものである｡

(2) 機能構造の変動

機能構造とは,流通システムにおいてみられる流通 ･マ-ケティ./グ戦略の種弊

とその構成である30)｡機能構造の変化は,こうした戦略の様式の変化として捉えら

れる制度体間のマーケティング機能のスピンオフ (Spin10ff)である｡

マ-ケティング戦略の様式は流通システムにおける制度体のとるマーケティング

政能の遂行様式であるが,情報ネットワーク化の進展にともない,この機能の遂行

様式もまた大きく変わりつつある｡これを業際化の文脈で捉えるならば,業際化と

は制度体間のマーケティング機能のスピンオフの結果とみなすことができる｡ここ

で機能のスプソオフとは,ある意思決定単位から他の意思決定単位-のある機能の

移動を意味する31)Oこの制度体間のマーケティング機能のスピンオフにより,流通

システム内部ならびに流通システムとそれを取り巻 く関連システムとの間の制度的

編成が変化する｡これまで流通システム内部においてこうした意思決定単位-制度

体間に機能のスピンオフが生じる理由は,一方では垂直的視点から流通経路の総費

用の最小化を図る手段32)として,他方で水平的視点から水平的競争の手段38)とし

て,2つの側面から考察されてきた｡マーケティング機能の遂行様式とのかかわり

において重要な点は,こうした機能のスピンオフが垂直的次元 ･水平的次元の両面

にわたる制度体間相互の競争圧力のもとで展開されているということである｡それ

ゆえ,機能構造次元におけるマーケティング機能の遂行様式の変化は,制度体構造

における流通主体の多様化と不可分に結びついている｡

30)田村正妃,前掲書,昭和51年,20頁｡
31)J.ValdelinandK.6strom,…ontheConceptofFunctionalTransfer",Swedish
JournalofEconomics,Vol.68,No.1,1966,pp.28146.
32)Cf･LP.Bucklin,"Postponement,SpeculationandtheStructureofDistribu-
tionChannels",JournalofMarketingResearch,Vol.2,No.1,1965,pp.26-
31;ditto,ob.cit.,1966;B.E.Mallen,"FunctionalSpin-off:A KeytoAn-
ticipatingChangeinDistributionStructure",JournalofMarketing,Vol.37,
Nol3,1973,pp･18-25;ditto,PrinciplesMarketing ChannelManagement,
HealthLexinton,1977.

33)Cf.J.ValdelinandK.Ostr6m,op.cii.
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流通主体の多様化は,これまで流通システムにおける所有権移転枚能に直接関与

することのなかった流通関連主体 が種々の マーケティング機能を自己に スピンオ

フすることによって,所有権移転活動に ヨリ密接に関与していることを示すもの

であるO こうした マーケティング機能のスピンオフの結果,流通関連主体は商品

の取引連鎖にヨリ直接的に関与する新たな流通主体 として位置づけられることに

なる｡

以上のような制度体間のマーケティング機能のスピンオフによる枚能構造の変化

は,ダイレクト･マーケティングにおいて顕著にあらわれている｡従来流通関連主

体として取り扱われてきた関連システムに属する制度体が,自己に所有権移転にか

かわるマーケティング機能をスピンオフすることによってダイレクト･マーケティ

ングを遂行している｡物流業者,金融業者,あるいは情報提供業者によるダイレク

ト･マーケティングは,その具体例であるo物流業者は財の輸送 ･保管にかかわる

物流棟能に所有権移転機能をスピンオフすることによって物流経路を所有権移転経

路に転用し,産地直送などによるダイレクト･マーケティングを行っている｡金融

業者はクレジット･カードにともなう資金経路およびそこから得られる顧客の購買

行動に関する情報伝達経路を所有権移転経路として活用している｡また情報提供業

者は自社の電波 ･印刷媒体による情報伝達経路を利用してこれを所有権移転経路に

転用している｡

このようにマーケティング機能のスピンオフを通じて流通主体だけでなく流通関

連主体もまた財の所有権移転にヨリ密接に関与し始めることによって,流通システ

ムにおける機能構造は大きく変化し,そこでの競争次元はきわめて多次元化するこ

とになる｡水平的次元でみれば,流通の各段階に位置する制度体がそれぞれダレイ

クト･マーケティングを通じて直接的に消費者との取引関係の構築を図っており,

またその過程で VANによる情報ネットワーク化を通じて,垂直的次元での制度体

間の関係がこれまでの制度的統合ではなく一種の意思決定 ･実施統合34) として構

築されつつある｡さらにこれに関連システムに属する流通関連主体からの競争が加

わることによって,消費者需要をめく･･る制度体間の競争は従来の流通システムの制

34)Cf.LG.Mattsson,IntegrationandEbciencyinMarkcling Systems,The
EconomicResearchInstitute,Stockholm SchoolofEconomics,1969,pp.57-
13l.
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度的枠組を越えて展開され,そこにおける競争関係はきわめて複雑かつ多次元化す

ることになる｡

(3) 経路構造の変動

経路構造とは財の流通経路に介在する個別主体の数35)であり,商流,物流,情

報流,資金流など各種のマーケティング･フローに応じて措定される｡この経路構

造の変動は,情報を媒介とした複合的な流通経路構造の形成を内容としているO

流通システムの経路構造の変動は,前述の制度体構造および機能構造の変動と密

接に関連している｡第1に,制度体構造における流通主体の多様化によって従来の

製造業者,卸売業者,小売業者といった流通主体に加えて,関連システムに属する

制度体が流通システムの取引連鎖にヨリ密接に関与することになり,その結果,財

の流通経路に介在する個別主体の数とその種類が変化する｡これによって製造業者

から消費者にいたるある財の流通経路は,ヨリ複合的なそれへと変化する｡第2

に,棟能構造における制度体問のマーケティング機能のスピンオフにより,財の取

引連金削こかかわる経路構造の様式もまた変化することになる｡情報ネットワ-ク化

の進展にともない,従来のように流通経路の継起的段階に沿って財の所有権が製造

業者から消費者に流れ,それぞれの段階でマーケティング･フローが収束 ･拡散し

ていくという構図は徐々に崩れつつある｡

ここで重要な点は,こうした情報ネットワークを基盤とした流通システムにおけ

るマーケティング･フp-の統制が,必ずしも所有権移転経路に則して遂行される

わけではないということである｡伝統的にマ-ケティソグ論は,種々のマ-ケティ

ング･フローは所有権フローに付随するものであり,関連システムに属する諸制度

体の遂行する機能は財の所有権移転にかかわる下位機能であると認識してきた36)0

しかし,情報ネットワーク化によって関連システムに属する諸制度体をも含めた多

様な制度体が,それぞれの遂行するマ-ケティソグ携能を基軸として所有権移転機

能を統制するという新たなマーケティング･システムが形成されると普,所有権フ

p-と他の要素フローというマーケティング･フローの階層性は相対化されること

になる37)｡すなわち,所有権フローが結果として流通の継起的段階を経るとして

35)田村正妃,前掲書,昭和51年,19-20頁｡
36)たとえば,F.E.ClarkandC.P.Clark,PrinciplesofMarketing,thirdedition,
Macmillan,1942;風呂勉 『マーケティング･チャネル行動論』千倉書房,昭和43年｡
37)近藤公彦 ｢マーケティング･フロー研究の課題｣『岡山商大論叢』第24巻第3号,平
成元年,39-54頁｡
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も,たとえばそれが関連システムに属する制度体によって統制されているならば,

所有権フローと他の要素フローとの関係は前者が後者に対して階層的にヨリ上位に

位置するものとして一意的に規定することはできなくなる｡とくに流通システムを

流れるさまざまな取引 ･顧客情報を編集しうる制度体がその情報の優位性を発揮し

て財の取引連鎖を統制しようとするとき,こうした所有権フローの上位性は情報フ

ロ-の上位性において代替されることになる｡

情報を媒介とした多様な制度体による ダイレクト･マーケティング活動の展開

紘,以上のような経路構造変動をもたらす具体的契機となる｡流通主体ならびに流

通関連主体は,それぞれの基軸とするマーケティング機能を遂行する過程で生じる

取引･顧客情報を通じて販売機会を識別し,これに所有権移転にかかわる諸機能を

スピンオフすることによってダイレクト･マーケティング活動を展開している｡先

に述べた物流業者,金融業者,情報提供業者などの関連システムに属する制度体に

よる物流経路,資金経路,情報伝達経路の所有権移転経路への転用は,こうした諸

機能を基軸とした所有権移転磯能の統制にはかならない｡また,このような流通主

体の多様化のもとでの財の流通経路は,製造業者から消費者にいたるまでの流通の

継起的段階においてヨリ複合的な流通経路-と変化することになる｡こうしてダイ

レクト･マーケティングを通じた複合流通経路の形成により当該主体の経路構造は

ヨリ多様化し,またその結果として当該財の経路構造はヨリ複雑化する｡

以上のようにダイレクト･マ-ケティングにおける経路構造は,一方で基軸とす

るマーケティング機能を遂行する過程で生じる情報伝達経路に別して規定され,他

方で流通関連主体を含む多様な制度体による複合流通経路から構成されるという基

本図式のなかで,伝統的な垂直的経路構造とは異質な情報媒介型複合流通経路とも

いうべき構造的特質をもつことになる｡

(4)空間構造の変動

空間構造とは流通システムの個別主体が地理的に分散し,それによって活動して

いる様式である38)｡空間構造の変動は,こうした個別主体の地理的分散とその様式

が取引情報の到達範囲によって規定される小売情報圏ともいうべき構造へと変質す

ることを意味する｡

38)田村正妃,前掲書,昭和51年,20頁｡
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課 業 環 境

消費多様化 (消費システム)

消費者のプロ化 (消費システム)

女性就業者の増加 (消費システム)

多品種少量生産志向 (生産システム)

制 約 環 境

･クレジット･カード(金融システム)

･多頻度小口物流システム (交通システム)

･VANシステム(通信･情報システム)

調 整 機 構

･大規模小売店舗法 (政治的調整機構)

ダイレクト･マーケティングの基本特性

･情報伝達の双方向性 (機能特性)

･無店舗性 (構造特性)

流通システムの構造変動

流通主体の多様化 (制度体構造)

マーケティング機能のスピンオフ(機能構造)

情報媒介塑複合流通経路の形成 (経路構造)

小売情報圏の成立 (空間構造)

図1 ダイレクト マーケティングと流通構造変動の関連性

消費者-の販売活動において重要な空間構造は小売商圏構造である｡小売商圏構

造は個々の小売店舗が吸引しうる消費者の地理的分布の範囲を指しており,消費者

の地理的分散の程度が増大するにしたがって,小売店舗もまたこれに対応して潜在

顧客にヨリ近接的 ･分散的に立地しなければならないという構造的特質をもってい

る｡小売店舗が消費者の地理的分散に応じて立地しなければならないのは,そこが

探索,接触,交渉,締結,履行という一連の取引過程が売手 ･買手問で遂行される

取引の場であるためである｡ここに,個々の店舗は本来的に空間的に制約された小

売商圏構造をもつことになる｡

これに対して通信販売を販売形態とするダイレクト･マーケティングの商圏構造

は,その無店舗性により小売店舗を前提としたそれとは著しい差異をなしている｡

通信販売がこうした空間的に制約される小売商圏構造 から解放されているのは,

第1に上述の取引過程が小売店舗ではなく消費者の家庭において遂行されること,
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第2に消費者-の財の輸送機能がダイレクト･マーケティング企業によって代替さ

れていることに起困している｡すなわち,ダイレクト･マーケティング企業はダイ

レクト･リスポンス広告を通じて消費者の居住地において取引関係の構築を図り,

自社の配送網あるいは宅配便などの多頻度小口物流システムを利用することによっ

て消費者の財の輸送機能を代替している.それゆえ,ダイレクト･マーケティング

企業は必ずしも標的とすべき潜在顧客に近接して事業所を展開する必要はなく,そ

のかぎりで消費者とダイレクト･マーケティング企業との空間的近接性の制約は解

消されることになる｡

このように店舗立地にともなう空間的制約から解放された ダイレクト･マーケ

ティングの商圏構造は,ダイレクト･リスポンス広告を媒介として取引情報の到達

する範囲にまで拡大し,潜在的には全国市場にまで広がることになる｡ここにおい

てダイレクト･マーケティングの小売商圏構造は,店舗立地を前提とした財の取引

場所にかかわる商圏から取引情報の到達範囲にかかわる情報圏ともいうべき商圏構

造へと変質することになる｡以上のようなダイレクト･マーケティングの商圏構造

の異質性は,従来の流通システムの空間構造を大きく変革する直接的契機となりう

るものである｡

本稿におけるこれまでの議論を図示すれば,図1のようになろう｡

Ⅴ 結 び

本稿では,流通システムの構造変動の観点からダイレクト･マ-ケティソグの分

析視角を提示することを試みた｡

流通システムを取り巻 く課業環境ならびに制約環境の変化,および政治的調整機

構における大規模小売店舗法の施行により,流通システムは大きな構造変動にさら

されている｡ダイレクト･マーケティングは,こうした流通システムの構造変動下

において急速な進展をみせている新たなマーケティング形態である｡その意味でダ

イレクト･マーケティングは,流通システムを取り巻 く環境変化をその生成 ･発展

の基盤としながら流通システムの構造変動を招来する具体的契機として位置づける

ことができる｡

ダイレクト･マーケティングの基本特性としては,機能特性から情報伝達の双方
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向性および構造特性から無店舗性が指摘された｡こうした基本特性をもつダイレク

ト･マ-ケティングの生成 ･発展要因は,課業環境における消費の多様化,消費者

のプロ化,女性就業者の増加,および多品種少量生産志向,ならびに制約環境にお

けるクレジット･カードの普及,VAN システムおよび多頻度小口物流システムの

発展,さらに政治的調整機構における大規模小売店舗法の施行などに求めることが

できる｡こうした環境変化を生成 ･発展要因として,ダイレクト･マーケティング

は流通システムの構造変動をもたらす大きな動因となりうる｡ダイレク ト･マーケ

ティング活動の展開によって招来される流通システムの構造変動は,制度体構造に

おける流通主体の多様化,機能構造における制度体間の マーケティソグ機能のス

ピンオフ,経路構造における情報媒介型複合流通経路の形成,および空間構造にお

ける小売情報圏の成立,の4点が指摘された｡

今後,ダイレクト･マーケティングのヨ1)一層の進展にともなって,このような

流通システムの構造変動過程がさらに進行し,そこでの競争は水平的次元および垂

直的次元における制度的枠JAを越えて展開されることになるであろう｡またその過

程で企業間のヨリ密接な連結関係の構築が志向され,一方で流通システムにおける

垂直的連結関係の深化をもたらす 9'とともに,他方でそこでの多元的かつ動態的

な競争関係を生み出す40'可能性を秘めている｡ 本稿での考察は,ダイレク ト･マ

-ケティングが既存の流通システムの構造に与えるさまざまなイソ/くクトを分析す

る際の基本的な視座を提供するものである｡
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